
北海道 教育・育成
特別支援教育センター費
（教育庁学校教育局特別支援教育課）

昭和６２年度 40,781
　心身障がい児の教育に関する総合的研究、特別支援教育関係教職員の研修、対象児の適正な教育
的診断、教育相談、就学指導等を行い特別支援教育の振興を図る。

北海道 教育・育成
理療研修センター費
（教育庁学校教育局特別支援教育課）

平成６年度 8,623
　高等盲学校附属の理療研修センターにおいて、理療科教育充実のための研究・情報収集事業及び視
覚障害のある理療業従事者の資質向上を図るための研修事業等を行う。

北海道 教育・育成
特別支援学校医療的ケア体制整備事業費
（教育庁学校教育局特別支援教育課）

平成１７年度 1,055
　養護学校に在籍している、いわゆる「医療的ケア」を必要とする児童生徒について、学校職員である看
護師や教員が安全に医療的ケアを実施できる体制を整備するため、連絡協議会を設置するとともに、
研修会を実施する。

北海道 教育・育成
特別支援教育実践研究協議会費
（教育庁学校教育局特別支援教育課）

平成２１年度 2,899
　各学校の特別支援教育コーディネーター、管理職等関係職員の特別支援教育に関する資質能力の
向上及び関係機関の連携の推進を図り、障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた
指導や支援の充実を図る。

青森県 教育・育成
特別支援学校就職促進事業
（学校教育課）

平成１６年度 831
　特別支援学校高等部生徒の就職を促進するため、産業現場等における実習を受け入れる事業等の
確保や生徒の保険料等を助成するなどの条件面の整備を図る。

岩手県 教育・育成
特別支援学校医療的ケア体制整備事業（学校教育
室）

平成15年度 38,827 特別支援学校に在籍している医療的ケアを必要とする児童生徒に対して看護師を配置するもの

岩手県 教育・育成
特別支援教育かがやきプラン推進事業（学校教育
室）

平成17年度 33,282 高等学校に在籍している障がい等によって個別的な支援が必要な生徒に非常勤職員を配置するもの

岩手県 教育・育成 特別支援教育推進プラン実践事業（学校教育室） 平成22年度 2,075 特別支援学校教員による小中学校への支援や教員研修を実施するもの

宮城県 教育・育成
医療的ケア推進事業
（特別支援教育室）

平成１７年度 98,300

　特別支援学校において経管栄養などを必要とする児童生徒に対し、看護師を学校に配置し、必要な
医療的ケアを実施する。
　また、巡回指導医による指導のもと、教員と看護師による医療的ケアの実施に向けて必要な校内支
援体制を整えていく等、医療的ケアを必要とする児童生徒の学習環境の整備を図る。

宮城県 教育・育成
特別支援教育システム整備事業
（特別支援教育室）

平成２０年度 50,888

　障害のある児童生徒が通常の学級に在籍して学習するシステムづくりを実践し，障害によって生ずる
教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援の在り方や学習支援室の在り方を検証するととも
に，特別支援学校の児童生徒が居住地の小・中学校で交流及び共同学習を行うことを推進し，障害の
ある児童生徒の社会参加の促進と地域における特別支援教育に関する理解の促進を図る。

秋田県 教育・育成 福祉教育推進事業　　　　　（福祉政策課） 昭和５０年度 465 　県内の小学３年生に副読本「福祉のこころ」を配布し、福祉教育を推進する。

秋田県 教育・育成 医療的ケア支援事業（特別支援教育課） 平成１４年度 659
　医療的ケアが必要な障害児が在籍している特別支援学校に、看護師を配置するとともに、主治医巡
回指導及び必要な研修を行う。

秋田県 教育・育成
特別支援教育学校体育連盟助成事業（特別支援教
育課）

平成１４年度 2,330
　特別支援学校、特別支援学級に在籍している障害児の体育活動（水泳大会、総合体育大会等）の充
実及び大会を通した理解啓発の推進のため特別支援学校体育連盟に対し補助金を交付する。

秋田県 教育・育成
特別支援教育学校文化連盟助成事業（特別支援教
育課）

平成１５年度 1,200
　特別支援学校、特別支援学級に在籍している障害児の文化活動（美術展、ステージ発表等）の充実
及び文化祭を通した理解啓発の促進のため、特別支援学校文化連盟に対し補助金を交付する。

秋田県 教育・育成
みんなで創る特別支援教育推進事業（特別支援教育
課）

平成１９年度 2,491
①秋田県心身障害児就学審議会条例に基づき審議会を年１回実施する。
②障害児の就学指導を適正に推進するため、保護者を対象に相談活動を行う他、小・中学校、高等学
校の特別支援教育に係る校内支援体制を整備するため研修・相談活動を行う。

秋田県 教育・育成
障害児地域交流推進モデル事業
（特別支援教育課）

平成２３年度 3,640
仙北市への大曲養護学校分校設置に向けて、障害のある児童生徒との交流及び共同学習などを通し
て、障害児者の理解を促進する。

都道府県・指定都市における単独事業等一覧（平成２３年度都道府県・指定都市別）
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秋田県 教育・育成
県立高等学校学校生活サポート調査事業
（特別支援教育課）

平成２３年度 5,355
発達障害等の生徒が在籍する県立高等学校に、学校生活や学習上の支援を行うサポーターを配置し、
特別支援教育の支援体制の在り方について調査研究を行う。

山形県 教育・育成
障がい児保育事業
（子育て支援課）

昭和５１年度 7062 　児童館・へき地保育所における障がい児保育を支援する。

山形県 教育・育成
障がい児受入推進事業
（子育て支援課）

平成１２年度 377 　障がい児を受け入れている放課後児童クラブの運営を支援する。

山形県 教育・育成
地域教育相談支援事業
（義務教育課）

平成９年度 5693 　幼児発達相談専門員が就学前の障がいのある幼児と保護者に対して教育相談活動を行う。

山形県 教育・育成
障がいのある子どもの発達相談事業
(義務教育課)

平成１３年度 530
　障がいのある子どもの健やかな成長・発達を促すため、保護者や本人に対して早期からの教育・就学
相談を実施する。

山形県 教育・育成
特別支援学校における医療的ケア支援事業
（義務教育課）

平成１５年度 21464
医療的ケアが必要な児童生徒の教育権の保障及び付きそう保護者の負担軽減のために学校に看護師
を配置する。

山形県 教育・育成
県民誰もが森と親しむ自然環境学習事業
（置賜総合支庁）

平成１９年度 414 在宅精神・知的障がい者の利用に配慮したプログラムを作成し、森林と触れ合う体験学習を実施する。

山形県 教育・育成
障がい者就業応援事業
(雇用対策課)

平成２１年度 3119
　障がい者の就業機会の拡大を推進するため、短期集中的に障がい者職業訓練等の受入先となる企
業開拓の体制を整備するとともに、障がい者受入れ企業のネットワーク化を図る。

福島県 教育・育成
共に学ぶ環境づくりプラン
（特別支援教育課）

平成15年度 0
○　基本的な考え方
　障がいのある子どもが教育を受ける機会の選択の幅を拡大する観点から、障がいのある子どもが、
地域の小・中学校等で、障がいのない子どもと共に学ぶことができる教育環境の整備を進める。

福島県 教育・育成
(1)　視覚障がいのある児童生徒に対する支援事業
（学校経営支援課）

平成15年度 30,228
１　小・中学校で学べるよう
　(1)通常の学級に在籍する重度の視覚障がい児支援のための常勤講師の配置

福島県 教育・育成
(2)視覚障がいに応じた機材教具貸与事業
（特別支援教育課）

平成15年度 －
　(2)通常の学級で学習する重度の視覚障がい児支援のための機材貸与（拡大読書器、点字プリン
ター、立体コピー機）

福島県 教育・育成
(3)特別支援学校における医療的ケア実施事業
（特別支援教育課）

平成15年度 2,547
２　特別支援学校等で学べるよう
　(3)特別支援学校における医療的ケアの実施①指導医の委嘱（医療的ケア実施校各1名）②ケアサ
ポート会議の開催（各学校年間1回実施）③医療機器の購入

福島県 教育・育成
(4)地域教育相談推進事業
（特別支援教育課）

平成15年度 3,550

３　ふさわしい学びの場を選べるよう
　(4)①教育相談推進員の配置（3名）②相談支援チームの編制（5教育事務所にそれぞれ精神科医等、
臨床心理士、保健師、巡回相談員（特別支援学校教員）等）③特別支援学校教員による巡回相談の実
施④ケース会議の開催（5教育事務所ごとに年3回を上限に開催）⑤推進協議会・研修会の開催

福島県 教育・育成
(5)ＬＤ等の中高連携型生徒支援事業
（特別支援教育課）

平成19年度 1,361
　(5)高等学校2校を実践推進校に指定し、高等学校においてLD（学習障がい）等の生徒の特性に合わ
せた支援を行うほか、中高連携し、LD等の生徒が継続的に支援を受けられる体制整備を図る

福島県 教育・育成
キャリア教育充実事業（特別支援就労支援事業）
（特別支援教育課）

平成21年度 2,014
　特別支援学校生徒の就労支援のため、労働・福祉の各関係機関と連携を図りながら、職場での「就労
体験」を通して生徒の幅広い職業観の育成や自己の適性の理解を促すとともに、一般企業の理解啓発
を図る

福島県 教育・育成
地域教育力支援推進事業－学習支援ボランティア・
病院訪問学習支援ボランティアの派遣
（社会教育課）

平成18年度 － 　入院中の児童生徒を、病院訪問学習支援ボランティアが訪問し、教科学習の支援を行う
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福島県 教育・育成
放課後子どもプラン推進事業－放課後子ども教室
（社会教育課）

平成19年度 2,789
　特別支援学校において、放課後子ども教室を実施し、放課後等の児童・生徒の安全で健やかな居場
所を提供する

福島県 教育・育成
放課後子どもプラン推進事業－放課後子ども教室推
進事業　障がい児受入加算
（社会教育課）

平成19年度 900
市町村教育委員会で実施する放課後子ども教室に障がいのある児童を受け入れる経費の一部を補助
する

福島県 教育・育成
身体に障がいのある生徒に対する支援事業
（学校経営支援課）

平成13年度 4,534
　身体に障がいのある生徒が在籍している高校等で、生徒がスムーズに集団生活を送れるよう、介助
員として臨時労務員を配置する

福島県 教育・育成
共に学びふれあう学校支援事業
（私学法人課）

平成15年度 840
　身体に障がいのある生徒の小・中・高等学校での学習機会の拡大と保護者の負担軽減を図るため、
私立学校が介助員を配置した場合、補助を行う

福島県 教育・育成
私立幼稚園教育振興助成事業補助金のうち、特別
事業（障がい児加算分）
（私学法人課）

平成9年度 9,408
　非学校法人立幼稚園における障がい児教育の促進を図るため、(社)福島県全私立幼稚園協会が、障
がい児教育を行っている非学校法人立幼稚園に補助している場合、その補助に要する経費について当
該協会に対して補助を行う

福島県 教育・育成
私立幼稚園特別支援教育推進事業（ふるさと雇用再
生特別基金事業）

平成21年度 18,478
　県内6地域に発達障がい児研究保育員を各1人配置し、私立幼稚園における発達障がい児の保育を
通じた効果的な教育内容に関する調査研究を行い、その成果を各私立幼稚園に普及させる

茨城県 教育・育成 特別支援学校体験入学推進事業（特別支援教育課） 昭和５１年度 150
　翌年度入学予定の就学該当児とその保護者に障害児教育に対する理解と認識を深め，障害児の適
正かつ円滑な就学の促進を図る。

茨城県 教育・育成 視聴覚障害児早期教育推進事業（特別支援教育課） 昭和５９年度 7,097
　視覚及び聴覚に障害のある幼児に対し，早期から教育的対応を行うとともに，保護者に養育方針等の
指導を行う。

茨城県 教育・育成
特別支援学校等教育課程運営改善講座（特別支援
教育課）

平成11年度 29
　教育課程実施上の課題や課題解決のための創意工夫等について研究協議を行い，教員の指導力向
上を図る。

茨城県 教育・育成 個に応じた指導共同研修会（特別支援教育課） 平成19年度 256
　特別支援学校と近隣の幼稚園，小・中学校，高等学校が共同で授業研究等の研修を行い，個に応じ
た指導の充実を図る。

茨城県 教育・育成
医療的ケア支援事業
（特別支援教育課）

平成１３年度 30,513
 特別支援学校に看護師資格を有する看護職員を配置し，医療的ケアを実施するとともに，教員等に対
し研修を実施する。

茨城県 教育・育成
特別支援学校進路指導連携充実事業（特別支援教
育課）

平成７年度 308 　特別支援学校の進路指導等の課題解決と一層の充実を図る。

茨城県 教育・育成 特別支援教育支援体制整備事業（特別支援教育課） 平成１６年度 1,856
　小・中学校等に在籍する発達障害を含む障害のある児童生徒等の教育的ニーズに応じて適切な教育
的支援を行うための支援体制を整備する。

栃木県 教育・育成
特別支援学校センター化推進事業(特別支援教育
室）

平成１６年度 405
　特別支援学校が、地域において障害のある子どもや保護者に対する相談、小・中・高校や幼稚園等
への支援を実施

栃木県 教育・育成 学校看護師配置事業（特別支援教育室） 平成１４年度 21,705
　経管による栄養摂取などの医療的配慮を要する児童生徒に対し、非常勤の学校看護師を配置して医
療的ケアを実施

栃木県 教育・育成
医療的ケアに関する体制充実事業（特別支援教育
室）

平成１３年度 264
　医療的ケアに係る連携協議会や中央研修会等を開催し、特別支援学校における医療的ケアに関する
校内体制の充実を図る

栃木県 教育・育成 特別支援教育推進事業（特別支援教育室） 平成１８年度 1,762
　市町教育委員会が発達障害児を対象に行う巡回相談における困難事例に対して、スーパーバイザー
が指導助言を行う

栃木県 教育・育成 特別支援学校社会自立支援事業（特別支援教育室） 平成１４年度 261 　特別支援学校の生徒の社会自立のため、職業教育や進路指導の充実を図る

栃木県 教育・育成
特別支援学校職業教育「福祉科」導入事業（特別支
援教育室）

平成２３年度 1,218
　知的障害特別支援学校における障害が軽度な生徒の職業的自立の支援を強化するために、平成２５
年度から新たに設置される専門教科「福祉」の導入に向け、指導計画のモデルを作成する。
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栃木県 教育・育成 交流教育推進事業（特別支援教育室） 平成１５年度 450
　特別支援学校の児童生徒と小・中･高校及び地域の人々と、特別活動や総合的な学習の時間などを
通して多様な交流を推進

群馬県 教育・育成
私立幼稚園特別支援教育経費補助
（学事法制課）

昭和56年度 31,360
心身に障害を有する幼児の私立幼稚園就園を促進するため、障害幼児を就園させる私立幼稚園の設
置者に対し補助。

群馬県 教育・育成
群馬県私立学校教育振興費補助（特別支援学校分）
（学事法制課）

平成６年度 46,060
　私立学校教育の振興を図るため、県内に所在する私立特別支援学校を設置する法人に対し、その経
常的経費を対象として補助金を交付する。

群馬県 教育・育成
特別支援学校スクールバス運行
（管理課）

平成7年度 75,297
　特別支援学校の自力通学困難な児童生徒の通学を支援し、遠距離通学による保護者の送迎負担を
軽減するためスクールバスを運行します。

群馬県 教育・育成
特別支援教育総合サポート事業
（特別支援教育室）

平成19年度 16,720
　障害のある幼児児童生徒に対する教育に関し、特別支援教育専門相談員や県立特別支援学校の特
別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰが小中学校等を訪問し、教員に対して必要な助言・援助を行う。

群馬県 教育・育成
特別支援学校職業自立推進事業
（特別支援教育室）

平成20年度 9,335
　特別支援学校の高等部生徒の就労を支援するため、職業自立研究会を開催するとともに、知的特別
支援学校に就労支援員を配置し、職場や就業体験先の開拓、企業に対する理解啓発等を行う。

群馬県 教育・育成
特別支援学校医療的ケア支援事業
（特別支援教育室）

平成15年度 25,854 　特別支援学校に在籍する医療的ケアが必要な児童生徒に対して、看護師の派遣等を行う。

群馬県 教育・育成
交流及び共同学習推進事業
（特別支援教育室）

平成5年度 722
　県立特別支援学校全校において、小学校、中学校、高等学校児童生徒や地域社会の人々との交流
会等を開催する。

群馬県 教育・育成
ハートフルアート展開催
（特別支援教育室）

平成14年度 517 　県内国公私立特別支援学校２１校の児童生徒の作品展を県庁で開催する。

群馬県 教育・育成
発達障害等支援非常勤講師配置事業
（特別支援教育室）

平成21年度 2,440
　LD(学習障害）、ADHD(注意欠陥多動性障害）等の児童生徒を対象とする通級指導教室が設置されて
いない地域の小学校に非常勤講師を配置し、発達障害等の児童生徒に対して通級による指導を行う。

群馬県 教育・育成
適切な就学指導推進
(特別支援教育室)

不明 247 就学指導委員会や研究協議会を開催し、障害児の適切な就学を推進する。

群馬県 教育・育成
指導内容・方法の改善に関する調査研究委託
(特別支援教育室)

不明 81
指導内容・方法の改善を探るために県教育委員会が定めたテーマについて、教育研究団体等に調査
研究を委託し、その結果を各学校において活用し、個に応じた指導の改善を図る。

群馬県 教育・育成
群馬県産業教育フェア開催
（特別支援学校分）

平成5年度 1,170
県内国公私立特別支援学校高等部生徒が高校生とともに職業教育に関する学習成果等の発表を行
う。

群馬県 教育・育成
ふれあい・ゆうあい交流フェスタ
（生涯学習課）

平成7年度 921
　障害のある児童生徒及び青少年ボランティアを対象に、障害児の社会性を育むことやボランティアの
スキルアップ、障害者に対する社会理解の促進を図ることを目的としたフェスタを開催する。

埼玉県 教育・育成
特別支援学校医療的ケア体制整備事業
（特別支援教育課）

平成14年度
2,721 医療的ケアを必要とする児童生徒のいる県立特別支援学校において、巡回相談医の派遣や教員研修

を行い、医療的ケアの充実を図る

埼玉県 教育・育成
「生きる力」を育むノーマライゼーション教育総合推進
事業
（特別支援教育課）

平成16年度
1,599 ノーマライゼーションの理念に基づいた教育の実現に向け、障害のある子とない子が一緒に学ぶ機会

の拡充を図る「支援籍」などの新たな仕組みの普及・定着を図る
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埼玉県 教育・育成
特別支援教育関係ブロック会議等補助
（特別支援教育課）

平成2年度 410 障害及び特別支援教育への理解啓発を目的として開催される「文化の集い」開催費補助

埼玉県 教育・育成
特別支援学校通学環境充実事業費
（特別支援教育課）

昭和48年度
1,599,765

特別支援学校の児童生徒の就学機会の確保を図るため、通学手段としてスクールバスを運行する

埼玉県 教育・育成
特別支援教育体制整備事業
（特別支援教育課）

平成22年度
17,247

小中学校や高校等の通常の学級に在籍している発達障害を含め特別な教育的支援を必要とする幼児
児童生徒に対する支援体制の整備を図るため、特別支援学校のセンター的機能を強化するとともに、
小中学校や高校のモデル事業を実施する。

埼玉県 教育・育成
特別支援学校放課後児童対策事業費
（少子政策課）

昭和63年度 98,230

特別支援学校に通学する児童おおむね１０人以上で組織する特別支援学校児童クラブを運営又は助
成する市町村に対し次の経費を補助
①重度障害児担当指導員及び保険料
②その他の障害児担当指導員及び保険料

埼玉県 教育・育成
安心・元気！保育サービス支援事業費
（子育て支援課）

昭和53年度 36,000 一定の要件に該当する障害児を受け入れる保育所に補助する市町村に対し補助

埼玉県 教育・育成
快適ハイスクール施設整備費
（財務課）

平成13年度 163,373
県立高等学校の安全で快適な学習環境を整備するため、又、開かれた学校づくりをする図るため、障
害者用トイレの設置、スロープの設置、階段手摺の設置及び出入口の改修などバリアフリーの推進を
図る

埼玉県 教育・育成
県立学校大規模改修費
（財務課）

平成10年度 91,454
県立高等学校における障害のある生徒等が安全で快適に学習できる環境を整備するとともに、来校者
等に対して開かれた学校づくりを図るため、エレベーター設置工事を行う

千葉県 教育・育成
「福祉のまちづくり条例」に伴う県立学校整備事業
（財務施設課）

平成9年度 6,000
　福祉のまちづくり条例及び同条例施行規則において、学校が「公益的施設」に位置付けられているこ
とから、高齢者、障害者等が、安全かつ快適に利用できるよう条例整備基準への適合化を図るため、県
立学校に障害者トイレ、階段手摺り、スロープ等を整備する。

千葉県 教育・育成
コミュニティソーシャルワーカー育成事業
（健康福祉指導課）

平成20年度
3,654

　地域における第一線の相談機関に従事している者等を対象に、コミュニティソーシャルワーカー育成
研修（専門）を実施し、新しい地域社会づくりに貢献できる人材の育成・資質の向上を図る。また、既存
地域福祉フォーラム参加者、地区社会福祉協議会役員、民生委員児童委員、ＮＰＯ職員などを対象とし
て、コミュニティソーシャルワーカー育成研修（基礎）を実施し、地域において活躍する者の育成・スキル
アップを図り、既存地域福祉フォーラムの基盤強化及び設置等を促進する。

千葉県 教育・育成
心身障害児就学指導委員会
（教育庁特別支援教育課）

昭和52年度 616
　障害のある児童及び生徒の適切な就学指導を行う。
　市町村教育委員会より通知を受けた特別支援学校該当者について、専門家等の意見を聴き、適切な
就学先等について審議する。

千葉県 教育・育成
ノーマライゼーション学校支援事業
（教育庁特別支援教育課）

平成19年度 －

　学校サポーターが障害のある子や発達につまずきのある子の学校生活と地域生活の課題に関する
相談を受け、学校のニーズと保護者のニーズに基づき、関係者や関係する支援機関とのコーディネート
を行う。また、相談員の専門性向上の内部研修、相談員候補者向けの外部研修や県民の意識啓発を
図るためのフォーラムを開催する。
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千葉県 教育・育成
特別支援学校修学旅行安全対策事業
（教育庁特別支援教育課）

平成13年度 3,000

　県立特別支援学校で医療的ケアを必要とする重度・重複障害児等が参加する修学旅行について、医
師・看護師を派遣し、児童生徒の健康・安全の確保を図る。
　近年、児童生徒の重度・重複化が進み、各学校に医療的配慮を必要とする児童生徒が在籍している
状況がある。それらの児童生徒が参加する修学旅行に対して、必要と認められる場合に対応する。

千葉県 教育・育成
「すこやか保育支援事業」・予備保育士設置事業（特
定乳幼児受入分）
(児童家庭課）

平成17年度
（障害児保育費
補助は昭和60年

度）

253,000
（内対象
48,000）

　保育所運営費負担金による保育士定数に加え、１名の加配に助成（基本分）することに加え、更に保
育士を配置することにより、入所児童の処遇を維持しつつ、生後3ヶ月未満の乳児の受け入れを円滑に
するとともに、障害を有する児童（特別児童扶養手当支給対象児を含む。）の受け入れ及び当該児童へ
の適切な対応を行う。

千葉県 教育・育成
小規模放課後児童クラブ補助事業
（児童家庭課）

平成17年度 10,000

  児童福祉法の規定に基づき，保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学しているおおむ
ね１０歳未満の児童に対し，授業の終了後に小学校の余裕教室，児童館等を利用して適切な遊び及び
生活の場を与えて健全な育成を図る事業で，市町村が行う国庫補助対象外の放課後児童クラブの運
営に必要な経費（障害児受入加算あり）に対して補助することにより，設置促進を図る。

東京都 教育・育成
教養講座・教室の実施
（教育庁地域教育支援部生涯学習課）

昭和４７年度 9,703
　視覚・聴覚障害者の日常生活を豊かにし、社会活動への参加及び障害者の自立の促進を図るため、
視覚･聴覚障害者を対象とした各種の教養講座・教室を実施する。

東京都 教育・育成
公開講座の開催
（教育庁地域教育支援部生涯学習課）

昭和５８年度 92,608
　都民の生涯学習の幅広いニーズに応えるとともに、開かれた学校の実現を目指して、都立学校の教
育機能を開放し、学習機会を提供する。

東京都 教育・育成
生涯学習活動支援
（教育庁地域教育支援部生涯学習課）

平成３年度 6,234
　生涯学習情報システム（ホームページ)を運営し、必要な学習情報を都民に迅速かつ的確に提供し、
生涯にわたる学習活動を支援する。

東京都 教育・育成
都立図書館サービス事業の充実
（教育庁地域教育支援部管理課）

昭和４７年度 27,830
　都立図書館における対面音訳サービス、録音図書作成・提供サービス等の向上を図る。
　録音図書の拡充を図り、視覚障害者等に提供する。

東京都 教育・育成
特別支援学校文化祭の実施
（教育庁指導部義務教育特別支援教育指導課）

平成４年度 9,861
　特別支援学校児童・生徒の文化・芸術的な能力を伸ばし、日頃の文化・芸術活動の振興を図る。
　併せて、都民への理解・啓発の場とする。

東京都 教育・育成
障害者（児）スポーツ競技会等の充実
（教育庁指導部指導企画課）

昭和２９年度
昭和５３年度
昭和３４年度
平成１８年度

7,647
　児童・生徒のスポーツに対する理解と関心を深め、日頃の教育活動の成果を発表し、健康づくりと児
童・生徒間及び学校相互の交流に資する。（関東聾学校陸上競技大会、東京都ろう学校総合体育大
会、東京都特別支援学校・特別支援学級設置学校総合体育大会、地域との連携による部活動振興）

東京都 教育・育成
都立学校施設開放事業
（教育庁地域教育支援部生涯学習課）

昭和５２年度 23,198
　都立学校の施設を開放し、地域に開かれた学校づくりを促進するとともに、都民の学習・文化・スポー
ツの振興を図る。

東京都 教育・育成
障害者地域交流集会
（教育庁地域教育支援部生涯学習課）

昭和５０年度 2,889
　障害者相互並びに地域の住民との親睦・交流を図るための地域交流会を開催し、障害者への理解を
深める。

東京都 教育・育成
特別支援学校における歯・口の健康づくりの推進
（教育庁都立学校教育部学校健康推進課）

昭和61年度 4,778
　障害のある児童・生徒の歯・口の健康づくりを推進するため、推進指定校による健康づくりの実践、啓
発資料の作成、指導資料の作成、研修会等を実施している。

東京都 教育・育成
東京都教職員研修センターの研究・研修
（教育庁指導部指導企画課）

昭和３４年度 14,521 　特別支援教育に関する研究・研修を充実・強化することで、教職員の資質の向上を図る。
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東京都 教育・育成
障害のある児童・生徒等理解教育推進
（教育庁都立学校教育部特別支援教育課）

昭和６３年度 6,764
　障害のある児童・生徒等の適切かつ円滑な就学・入学・転学相談の充実を図るため、学校見学・体験
入学の実施、特別支援教育啓発資料の作成と活用並びに理解啓発研究協議会等を実施する。また、
地域に密着した内容とする理解啓発事業を開催する。

東京都 教育・育成
障害のある児童・生徒等就学相談に関する調査研究
（教育庁都立学校教育部特別支援教育課）

平成６年度 264
　障害のある児童・生徒の適切かつ円滑な就学の推進に資するため、学校と教育委員会が医療・福祉
関係機関と連携し、特定の地域全体の中で、早期からの就学相談の在り方を明らかにする。

東京都 教育・育成
聴覚障害特別支援学校におけるITを活用した教育の
推進（教育庁都立学校教育部特別支援教育課）

平成１８年度 26,448
聴覚障害児に対し十分な情報保障を行うとともに、学力向上を図るため、聴覚障害特別支援学校にお
けるIT環境の整備を行い、IT機器を積極的に活用した教育活動を行う。

東京都 教育・育成
特別支援学校における就労支援（教育庁都立学校教
育部特別支援教育課）

平成２０年度 91,670
特別支援学校生徒の自立と社会参加を目指し、全ての障害種別の特別支援学校において一層の就労
促進を図るため、民間を活用した企業開拓や理解啓発用DVDの作成等を実施するとともに、就労支援
体制を整備する。

東京都 教育・育成
特別支援学校における放課後等活動支援事業（教育
庁地域教育支援部生涯学習課）

平成２２年度 6,000
特別支援学校の児童・生徒の放課後や土日・休日などの活動の充実を図り、自立と社会参加を促進す
ることを目的とし、特別支援学校を活用して、保護者や地域住民、NPOなどによる支援組織を確立し、
国庫補助事業を活用した放課後子供教室を実施する。

神奈川県 教育・育成
職業能力アセスメント事業費
（教育局企画調整課）

平成５年度 236
　特別支援学校高等部等生徒を対象に「作業検査」「心理検査」「言語検査」「運動操作性検査」等の諸
検査により評価を行い、そのデータを提供するとともに、相談や協議を通じ生徒の在籍校に対する進路
指導及び個別教育計画策定等の支援を実施

神奈川県 教育・育成
教育相談事業費
（教育局企画調整課）

昭和５７年度 1,393
　障害のある児童・生徒（発達障害を含む）に関する様々な相談について、カウンセリングだけでなく、ア
セスメントや学校コンサルテーション等を通して、子どもの教育的・心理的支援や校内における適切な支
援のための体制づくりを実施

神奈川県 教育・育成
研修研究等事業費
（教育局企画調整課）

昭和３９年度 88,192

　初任者・２年・５年・１０年・１５年・２５年経験者研修講座や学校経営研修事業の講座（校長、副校長等
を対象）や学校運営研修事業の講座(総括教諭等を対象）における、支援教育の推進、障害のある児
童・生徒の理解と対応、校内支援体制づくり等についての研修を実施。また、現在重要な課題となって
いる、ＬＤ、ＡＤ／ＨＤ、高機能自閉症等、通常の学級に在籍する障害のある児童・生徒の理解と対応等
についての研修講座を実施
　障害のある教員が研修受講するために、手話通訳者の派遣や点字訳の研修資料の配布を行い障害
者への支援を実施

神奈川県 教育・育成
特別支援学校情報教育推進事業費(特別支援教育
課）

平成１２年度 11,419 　障害児の社会参加・自立と特別支援教育の充実のため、特別支援学校の情報教育の推進

神奈川県 教育・育成
就学・教育・進路指導費
（特別支援教育課）

昭和５８年度 5,909
　障害のある子どもに対しての適切な就学指導の推進と、自立と社会参加を促進するための職業教育
及び進路指導の充実

神奈川県 教育・育成 担当教員養成確保対策費（特別支援教育課） 昭和４３年度 892
　特別支援教育に関する専門的知識を有する教員を養成するため、特別支援教育担当教員を横浜国
立大学へ派遣
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神奈川県 教育・育成
特別支援学校地域支援機能整備事業費（特別支援
教育課）

平成１２年度 2,854
　特別支援学校が地域支援センタ－としての教育相談や生涯学習支援を実施し、障害のある児童・生
徒等の自立と社会参加のための相談と支援の充実

神奈川県 教育・育成
重度重複障害児健康安全推進事業費（特別支援教
育課）

平成１７年度 803 　特別支援学校における医療ケア等実施における安全確保の支援体制堅持

神奈川県 教育・育成 特別支援学校訪問教育事業費（特別支援教育課） 昭和５４年度 1,910
　通学による教育が困難な児童生徒に対して、担当教員が家庭や施設に訪問して指導することで、教
育の機会均等を保証

神奈川県 教育・育成 私立幼稚園特別支援教育費補助（学事振興課） 昭和５４年度 99,568
　障害のある幼児と共に学び、共に育つ保育を推進するため、障害のある幼児を受け入れる幼稚園に
対し助成

神奈川県 教育・育成
特別支援学校教材開発等情報機器整備費（特別支
援教育課）

平成２０年度 1,689
　特別支援学校の個別支援計画等の作成を効率的に行い、児童・生徒のための教材開発に取組むた
めの情報教育機器を配備

神奈川県 教育・育成 障害者地域生活推進事業費(障害福祉課） 平成22年度　 1,254
　障害児の「通学支援」や意思疎通が困難な全身性障害者等の「入院時のコミュニケーション支援」の
事業に取り組む市町村に対し、事業開始年度及び事業の充実に係る事業費を助成する。

新潟県 教育・育成
障害児就業促進費
（義務教育課）

平成9年度 3,088
　企業等の障害児に対する理解を啓発し、特別支援学校における進路指導を充実させ、卒業生の就業
等、進路先の確保・拡充を図る。

新潟県 教育・育成
特別支援学校小・中学部訪問教育指導費
（義務教育課）

昭和54年度 1,836
　重度・重複障害のため、特別支援学校小・中学部への通学が困難な学齢児童生徒に対し、教師が家
庭や施設を訪問し教育を行う。

新潟県 教育・育成
特別支援学校高等部訪問教育指導費
（義務教育課）

平成10年度 639
　重度・重複障害の生徒に中学部卒業後も継続して高等部訪問教育を行い、義務教育段階で培われて
きた社会参加・自立に必要な知識・技能・態度及び習慣の定着を図る。

富山県 教育・育成
自主防災組織リーダー等研修事業
（防災・危機管理課）

平成１７年度 2,164
　自主防災組織地域リーダー研修、自主防災組織化研修を実施し、災害時における高齢者、障害者を
含む地域住民の安全確保を推進する。

富山県 教育・育成
災害救援ボランティア育成事業
（防災・危機管理課）

平成８年度 300
　災害ボランティア研修を実施し、災害時における高齢者、障害者を含む地域住民の安全確保を推進
する。

富山県 教育・育成
学生災害救援ボランティア養成支援事業
（防災・危機管理課）

平成１７年度 500
　富山県大学連絡協議会が実施する学生災害救護ボランティア養成講座へ支援をし、災害時における
高齢者、障害者を含む地域住民の安全確保を推進する。

富山県 教育・育成 障害児保育研修会の開催（厚生企画課） 平成５年度 128 　障害児の保育を担当している職員の研修を行い、障害の特性に応じた保育が確保されるように図る。

富山県 教育・育成
特別支援学校ふれあい交流活動事業
（県立学校課）

平成１４年度 933
　学校間や地域の人々及び居住地の学校との交流活動を通して、障害のある子どもの社会性・経験領
域の拡大を図るとともに、地域の人々に障害のある子どもとその教育の正しい認識を深める。

富山県 教育・育成
特別支援学校インターンシップ推進事業
（県立学校課）

平成１４年度 1,204
　各校が、教育・労働・福祉等関係機関、企業、作業所、保護者等からなる学校インターンシップ推進委
員会を組織するとともに、職場開拓等の事業を継続的に実施し、社会の変化や障害の重度・重複化、多
様化に対応した、障害のある生徒の社会自立、職業自立等を積極的に推進する。
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富山県 教育・育成
スタディ・メイトサポート事業
（県立学校課）

平成１８年度 15,417

　小・中学校に在籍するＬＤ等の発達障害を含む障害のある児童生徒の学校生活を支援するため、市
町村が小・中学校に派遣するスタディ・メイト等（特別支援教育支援員）の養成研修及び資質向上研修
を実施する。
　併せて、特別支援学校の特別支援教育コーディネーターによる地域の小・中学校等への訪問相談を
実施し、障害のある幼児児童生徒の教育の充実を図る。

富山県 教育・育成
特別支援学校医療的ケア体制整備事業
（県立学校課）

平成１７年度 9,521
　特別支援学校に看護師を配置することにより、日常的に医療的ケア等を必要とする障害のある児童
生徒に対する教育活動への適切な支援を行う。

富山県 教育・育成
富山型デイサービス・特別支援学校連携事業
（県立学校課）

平成１８年度 500
　富山型デイサービスと特別支援学校及び教育・厚生・労働等関係部局が情報を密にし連携を深める
場を設けることにより、障害児の地域における活動場所を整備する等、総合的な視点からのサポート体
制を充実し、もって、障害のある子どもの健全育成を図る。

富山県 教育・育成
障害のある子どものための就学指導推進費
（県立学校課）

昭和５４年度 630 　巡回就学相談や親子体験入学を通して、障害のある子どもの適切な就学を図る。

富山県 教育・育成
特別支援学校通学運営費
（県立学校課）

昭和５６年度 175,242
　特別支援学校の通学バスの運行委託や借り上げ、介助員雇用等を行い、児童生徒の通学の安全確
保、保護者の送迎に対する負担軽減を図る。

富山県 教育・育成
富山県心身障害児保育事業
（児童青年家庭課）

昭和５３年度 28,256
　障害の程度が軽く、集団保育が可能で日々通所できる心身障害児の保育の要する人件費を補助す
る。

富山県 教育・育成
放課後児童対策事業障害児受入加算制度
（児童青年家庭課）

平成１４年度 0
　放課後児童クラブにおける障害児の受入について、国庫補助基準に満たないものに対し県単独の助
成を実施

富山県 教育・育成
特別支援学校就労支援事業
（県立学校課）

平成２２年度 16,844
　特別支援学校就労コーディネーターを特別支援学校に配置し、就業体験や就職受入企業の拡大等を
推進する。

富山県 教育・育成
高等学校特別支援教育推進事業
（県立学校課）

平成２３年度 6,700
　要請に応じ高校を巡回する特別支援教育専門支援員を配置し、高等学校の特別支援教育を推進す
る。

富山県 教育・育成
特別支援学校備品開発事業
（森林政策課）

平成２１年度 1,600
　盲・肢体不自由学校の児童生徒の多様な障害等の状態に応じた机・椅子（県産材を活用）について、
国立大学法人富山大学の協力を得てデザイン、試作品の開発、モニター調査を行うもの。

石川県 教育・育成 ふれあい交流活動推進事業（学校指導課） 平成１０年度 875
　障害のある児童生徒等が地域社会の一員として豊かな生活を送るために、幼稚園、保育所、小・中・
高等学校の児童生徒等や地域社会の人々と共に活動し、相互の理解を深めていく。また、作品交換、
作品展示、即売会、学校紹介等の間接的な交流をとおして障害のある児童生徒等の理解・啓発を図る

石川県 教育・育成 特別支援教育拠点化事業（学校指導課） 平成１２年度 4,758 　特別支援学校の教員の専門性を生かし、地域における特別支援教育の拠点化を促進する

石川県 教育・育成
盲・ろう学校サテライト教室設置事業
（学校指導課）

平成１６年度 1,433
七尾特別支援学校珠洲分校内のサテライト教室を継続実施するとともに、輪島・穴水地区の視覚障害、
聴覚障害のある幼児児童生徒の指導及び保護者への継続した支援を行うため、輪島分校内にサテラ
イト教室を設置する。

石川県 教育・育成
障害のある生徒のインターンシップ促進事業
（学校指導課）

平成１８年度 2,305
　教育・労働・福祉など、就労に係わる関係機関等による連携協力体制を構築し、インターンシップ等の
在り方や就労に至るまでの支援を見直し、改善充実を図る

石川県 教育・育成
特別支援学校職業コース充実事業
（学校指導課）

平成２２年度 500
　教員の職業教育に関する専門教科の指導・職場実習のあり方等について研究し、職業コースの充実
を図る

石川県 教育・育成
特別支援学校の医療等外部専門家との連携推進事
業　　　　　　　　　　　　　　（学校指導課）

平成２２年度 1,313
　児童生徒一人一人の教育的ニーズを実現するため、小児臨床経験のある専門医、作業療法士、理学
療法士等の外部専門家の助言を受け、教員の技術指導の向上を図る
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石川県 教育・育成 ろう学校耐震・大規模改造事業（教委　庶務課） 平成２２年度 116,161 　ろう学校の車椅子利用の児童・生徒に対応するためエレベーターの設置等を行う。

福井県 教育・育成
心身障害児童クラブ育成事業
（障害福祉課）

平成11年度 4,950 　心身障害児童クラブおよび障害児を受け入れる児童クラブの指導員人件費、運営費の一部を助成

福井県 教育・育成
障害児いきいき社会自立推進事業
(高校教育課）

平成7年度 1,918
　高等部教育を就職前教育として充実させ、障害児の社会参加・職業的自立を推進
・事業所等現場実習の充実　・職場見学会の実施
・就業等支援連絡会議開催（労働・福祉・教育）

福井県 教育・育成
医療的ケアサポート推進事業
（高校教育課）

平成17年度 244
　盲、ろう、養護学校において、教員が看護師と連携して医療的ケアが行えるように研修を実施するとと
もに、医療的ケアの実施体制を点検、指導するための連絡会議を設置

福井県 教育・育成
発達障害児教育推進事業
（高校教育課）

平成18年度 3,702
　特別支援教育センターを中心として盲、ろう、養護学校が小・中・高校等に対し特別支援教育に関する
支援ができる体制を整備

山梨県 教育・育成
障害のある子供のための教育相談事業費（教育委員
会総務課）

昭和５６年度 2,364 　心身障害児巡回教育相談等を実施

長野県 教育・育成
社会人権教育推進事業
（教学指導課心の支援室）

昭和39年度 682
　あらゆる人権問題の解決を目指した地域ぐるみの人権教育を推進するため、地域住民と共に活動す
るリーダー（指導者）の育成及び資質の向上を図る。（長野県人権政策推進基本方針に基づき、障害者
を含む様々な人権課題に対応）

長野県 教育・育成
障害児にやさしい施設整備事業
（特別支援教育課）

平成８年度 -
　特別支援学校において、障害のある児童生徒が安心して快適な学校生活を送ることが出来るように
施設整備を行う。

長野県 教育・育成
特別支援教育地域化推進事業
（特別支援教育課）

平成16年度 17,920
　ノーマライゼーションの理念に基づき、障害のある者もない者も地域で豊かに学べる教育環境の整備
を図る。
　23年度は、伊那養護学校の分教室の設置に伴う改修を実施する。

長野県 教育・育成
医療的ケア看護師配置事業
（特別支援教育課）

平成17年度 33,393
　特別支援学校に看護師（非常勤）を常駐配置することにより、重度の障害があり、痰の吸引などの医
療的ケアを必要とする児童生徒が安心かつ安全に学習できるための環境を整備する。

長野県 教育・育成
発達障害総合支援事業
（特別支援教育課）

平成22年度 49,337
　発達障害のある児童生徒を総合的に支援するため、地域の組織や人材を活用した支援体制を構築
するとともに、発達障害に関する相談体制の充実と支援力の向上を図る。

岐阜県 教育・育成
地域療育システム支援事業
（障害福祉課） 平成13年度 2,226 　療育の専門スタッフを派遣し、地域の療育スタッフとともに総合診断及びチームカンファレンスを実施

岐阜県 教育・育成
教育相談の充実
（特別支援教育課） 平成18年度 - 　盲・聾・特別支援教育学校での教育相談と乳幼児教室の実施

岐阜県 教育・育成
子ども自立支援トータルサポート事業
（特別支援教育課）

平成21年度 22,210
　ライフステージごとの重要課題を焦点化し支援するとともに、障がいのある子どもが自立し社会参加す
るため、一人一人の障がいに応じて就学前から高等学校卒業後まで一貫した支援が行えるよう特別支
援教育の推進を図る

静岡県 教育・育成
特別支援学校超早期教育推進事業
（教育委員会学校教育課特別支援教育推進室）

平成１０年度 3,960 　視覚に障害のある乳幼児（0歳～2歳）のための超早期教育教室（2人配置）
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愛知県 教育・育成 情報化推進整備費（特別支援教育課） 平成14年度 7,729 特別支援学校に在籍する児童生徒の情報教育環境の整備を行う

愛知県 教育・育成 ろう幼児教育相談費（特別支援教育課） 昭和５１年度 9,528
幼稚部のある聾学校に、教育相談員を配置し、ろう幼児のための教育相談早期指導を実施し、ろう幼児
教育の円滑な推進を図る

愛知県 教育・育成 特別支援教育指導員配置事業（特別支援教育課） 平成１９年度 11,196
教育事務所に専門的知識を有する指導員を配置し、市町村及び小・中学校における特別支援教育体
制の整備を図る

愛知県 教育・育成 キャリア教育推進事業費(特別支援教育課） 平成２３年度 5,789
障害のある子どもの自立と社会参加を目指し、小学部、中学部、高等部の発達段階に応じた一貫した
キャリア教育を推進する。

三重県 教育・育成
特別支援学校メディカル・サポート事業
（特別支援教育室）

平成11年度 4,182 教員が常勤講師（看護師免許所有）と協力して、医療的ケアを必要とする児童生徒への対応を行う。

三重県 教育・育成
育ちサポート充実事業
（特別支援教育室）

平成19年度 3,602
早期からの相談支援体制を整備するため、「個別の就学支援ファイル」を活用し、関係機関の連携を図
る。各市町の地域連携議会が連携協働し、広域の連携ネットワークを構築する。

三重県 教育・育成
進路希望実現・就労自立支援事業
（特別支援教育室）

平成19年度 16,212
特別支援学校高等部を卒業する生徒の進学先及び就労先の確保を目的に、各関係機関との連携を通
して、進学及び就労先の開拓及び適正な進路指導を進める。

三重県 教育・育成
特別支援学校企業就労実現支援緊急雇用創出事業
（特別支援教育室）

平成22年度 44,097
特別支援学校に職域開発支援員を配置し、生徒の適性と職種・業務とのマッチング、職場開拓のため
の企業交渉を行なうことにより、就労につなげる。

三重県 教育・育成
特別支援学校外国人児童生徒支援員緊急雇用創出
事業（特別支援教育室）

平成22年度 2,563 特別支援学校に在籍する外国人児童生徒及び保護者を支援するため、ポルトガル語通訳を派遣する。

三重県 教育・育成
発達障がい支援フォローアップ事業
（特別支援教育室）

平成20年度 12,943
発達障がいモデル地域で、小中学校における指導・支援体制の研究を実施する。また、高等学校にお
ける巡回相談等により適切な指導と支援を充実させる。

三重県 教育・育成
障がいのある児童生徒のキャリア教育推進事業
（特別支援教育室）

平成23年度 14,792
特別支援学校の児童生徒の卒業後の充実した地域社会生活を実現するため、小学部から高等部まで
の一貫したキャリア教育を推進する。

三重県 教育・育成
特別支援学校スクールバス等運行委託事業
（特別支援教育室）

昭和54年度 185,592
障がいのある児童生徒が、短時間に安全で、身体的にも安定した状態で通学ができ、学校教育を受け
ることができるよう、スクールバスを運行する。

三重県 教育・育成
特別支援学校スクールバス整備事業
（特別支援教育室）

昭和54年度 26,858
特別支援学校における在籍者数の増加による、長時間通学の解消のために、スクールバスを計画的に
配備する。

三重県 教育・育成
特別支援学校学習環境等基盤整備事業
（特別支援教育室）

平成20年度 143,736
「県立特別支援学校整備第一次実施計画」にそって、各特別支援学校の在籍者数の増加といった緊急
課題や適正規模及び適正配置といった諸課題に対応するため、学習備品の整備を進め、学習環境の
基盤整備を推進する。

三重県 教育・育成
特別支援学校児童生徒増加等に伴う整備支援事業
（特別支援教育室）

平成21年度 2,651
特別支援学校の在籍者数等の増加や学校施設の狭隘化等の緊急な課題に対応するために、教育施
設の借用や消耗品の整備を実施し、教育環境を充実する。
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三重県 教育・育成
特別支援学校就学奨励費
（特別支援教育室）

昭和29年度 145,056
特別支援学校の幼児児童生徒の就学による保護者等の経済的負担を軽減し、特別支援教育の推進及
び奨励を図る。

滋賀県 教育・育成
要医療的ケア児童生徒学習支援事業
（学校教育課）

平成１０年度 3,781
　経管栄養や吸引等の医療的ケアを必要とする児童生徒が、宿泊行事（修学旅行含む）や校外学習等
の学校行事に参加しやすくし、かつ安心して学習できるよう支援するため、看護師を派遣する。

滋賀県 教育・育成
病弱教育巡回訪問指導教員派遣事業
（学校教育課）

平成９年度 8,891
　病弱養護学校および院内学級のない病院等に長期入院し、教育の機会に恵まれない病気療養児童
生徒（小中）を対象に、学習の補完をはじめ、心理的な安定が図れるよう指導するため、巡回訪問指導
教員を派遣する。

滋賀県 教育・育成
特別支援学校運営事業
（教育総務課）

昭和３年度 306,895 　県立特別支援学校（１４校）の学校運営を行う。

滋賀県 教育・育成
特別支援学校建設事業
（教育総務課）

昭和３年度 93,772 　県立特別支援学校の施設改修工事等を実施する。

滋賀県 教育・育成
県立特別支援学校への看護師の配置
（教職員課）

平成１７年度 56,625 　医療的ケアを必要とする児童生徒への在籍校へ看護師（非常勤）を配置し、教育環境の充実を図る。

滋賀県 教育・育成
特別支援学校における児童生徒の生活介護を担当
する職員の配置　　　　　　　（教職員課）

平成１８年度 27,216
児童生徒の学校生活における身辺介護等を円滑に行うため、専ら生活介護を担当する職員を配置す
る。

滋賀県 教育・育成
専門研修による教職員の資質向上
（教職員課）

不明 200
障害児教育に係る教職員の資質の向上を図るため、次の研修に参加
１　特殊教育内地留学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　総合教育センターにおいて、学校の
教員を研究員として、　指導にかかわる専門研究を行う。

滋賀県 教育・育成
滋賀県特別支援学校ＰＴＡ連絡協議会事業
（生涯学習課）

昭和５９年度 70 滋賀県特別支援学校ＰＴＡ連絡協議会が行う諸事業の実施に対して助成する。

滋賀県 教育・育成
医療従事者の資質の向上
（医務薬務課）

不明 35
　医療従事者の資質向上を図るため、（社）滋賀県理学療法士会が実施する研修会の開催に要する経
費に対して助成する。

滋賀県 教育・育成
福祉読本作成事業
（健康福祉政策課）

平成２３年度 1,651
子どもの頃から福祉に対する関心を高めることを目的に、学校における福祉の学習を支援するため福
祉読本を作成する。

京都府 教育・育成
特別支援学校文化・スポーツ交流事業
（特別支援教育課）

平成２年度 4,731

　特別支援学校の幼児、児童及び生徒が優れた文化に直接触れたり、芸術発表を行い、また、スポー
ツを通じた交流を行うことにより、豊かな心を育てるとともに、社会性や協調性など社会自立の基礎を養
う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・芸術鑑賞会（音楽、
観劇等）
・芸術発表会
・高等部スポーツ交流会（ソフトボール、卓球、卓球バレー等）

京都府 教育・育成 就労支援事業（特別支援教育課） 平成８年度 9,300

・高等部生徒の自立と社会参加を支援し、障害のある生徒に対する理解啓発、企業の理解促進のた
め、京都市内のデパート展示場において、学習成果の発表・販売学習等を行う。
・ハローワーク等と連携し新しい職場の開拓や現場実習の受入先の確保に取り組むために非常勤講師
を配置する。
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京都府 教育・育成
特別支援学校ボランティア活動推進事業
（特別支援教育課）

平成１１年度 1,754
　特別支援学校においてボランティア養成講座を実施し、障害のある児童・生徒の地域生活を支えるボ
ランティアを養成するとともに、児童・生徒がボランティア活動に取り組み、自立と社会参加を促進する。

京都府 教育・育成
特別支援学校医療的ケア体制充実事業
（特別支援教育課）

平成１５年度 3,915
　障害の重度・重複化、多様化に伴い、教職員に対し校内研修等様々な機会に、児童生徒の障害の状
況や対応等について医師等専門職の指導助言を得る。また、医療的ケアが必要な児童・生徒が校外活
動等に参加する際、看護師を派遣する。

京都府 教育・育成
地域等連携推進事業
（特別支援教育課）

平成１５年度 11,166
　医療、保健、福祉、労働等関係機関と連携して、障害のある子どもへの総合的な相談体制の充実を図
るとともに、乳幼児期から成人期に至るまでの一貫した支援体制の整備を進める。

京都府 教育・育成
特別支援教育サポート拠点事業費
（特別支援教育課）

平成２３年度 5,000
　京都府の特別支援教育の拠点として、宇治支援学校内にスーパーサポートセンターを設置し、研修・
研究や専門家チームによる相談支援、視覚・聴覚障害のある子どもへの相談、生活・学習支援等を実
施する。

京都府 教育・育成
「森と小川の教室」推進事業
（社会教育課）

平成２年度 3,000
　障害のある子どもも一緒になった自然体験活動を通して、心のふれあいを深めながら多様な立場を理
解させるとともに、環境問題への関心を高めるキャンプを府立少年自然の家において実施する。

京都府 教育・育成
聴覚障害者社会教育指導者研修会
（社会教育課）

昭和５４年度 259
　聴覚障害者の豊かな生活に向けての学習活動や社会参加の促進を図るため、実践活動を交流・協
議するとともに、聴覚障害者の人権に関する学習活動を推進するために必要な指導者の資質向上を図
るための研修会を実施する。

京都府 教育・育成
視覚障害者社会教育指導者研修会
（社会教育課）

平成元年度 400
　視覚障害者の豊かな生活に向けての学習活動や社会参加の促進を図るため、実践活動を交流・協
議するとともに、視覚障害者の人権に関する学習活動を推進するために必要な指導者の資質向上を図
るための研修会を実施する。

京都府 教育・育成
特別支援教育充実事業（教職員課・特別支援教育
課）

平成１８年度 220,000
　ＬＤ、ＡＤＨＤ等の発達障害により学習や生活面で困難を示す児童生徒に対して、必要な教育的支援
を行うため、府内の小中学校に非常勤講師を配置する。

大阪府 教育・育成
フレンドシップキャンプ事業
（青少年･地域安全室青少年課）

昭和57年度 1,627
　障がいのある青少年が自然の中で野外活動を行い、仲間との共同生活を通して、社会参加の契機と
する。また、障がいのない青少年との相互交流を深める契機とする

大阪府 教育・育成
知的障がいのある生徒の教育環境整備事業
（教育委員会教育振興室支援教育課）

平成18年度 25,973
　知的障がいのある生徒の後期中等教育の充実を図るため、府立高校において「ともに学び、ともに育
つ」を推進する環境を整備する

大阪府 教育・育成
市町村医療的ケア体制整備推進事業
（教育委員会教育振興室支援教育課）

平成18年度 69,720
　医療的ケアを必要とする児童生徒のために、看護師を配置する市町村に対し、その経費の一部を補
助する

兵庫県 教育・育成
障害の多様化等に対応した指導体制の充実事業（特
別支援教育課）

平成１４年度 40,000 　障害の重度・重複化や多様化等に対応するため、県立特別支援学校に理学療法士等を配置する。

兵庫県 教育・育成
特別支援学校医療的サポート推進事業
（特別支援教育課）

平成１４年度 47,648 　医療的ケアの必要な児童生徒が在籍する県立特別支援学校に看護師等を配置する。

兵庫県 教育・育成
ＹＵ・らいふ・サポート事業
（特別支援教育課）

平成１２年度 6,440 　社会的自立や交流教育の推進を図るため、社会参加活動を行う。
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兵庫県 教育・育成
障害児の自然体験活動推進事業
（特別支援教育課）

平成12年度 8,451 　自然の中でのキャンプ等の自然体験活動等を公立特別支援学校で実施する。

兵庫県 教育・育成
ＬＤ、ＡＤＨＤ等に関する相談・支援事業（特別支援教
育課）

平成１９年度 1,800
　ＬＤ、ＡＤＨＤ等支援を必要とする児童生徒に対する学校内外での支援体制の充実を図るため、「ひょ
うご学習障害相談室」の運営、ひょうご専門家チームの派遣などを行う。

兵庫県 教育・育成
特別支援教育コーディネーター研修
（特別支援教育課）

平成１７年度 576
　「特別支援教育体制」が円滑に実施できるよう、公立幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校、
市町教育委員会の教員を対象にした研修会を実施し特別支援教育コーディネーターを養成する。

兵庫県 教育・育成
学校生活支援教員配置事業
（特別支援教育課）

平成１８年度 ―
　支援地域の地域拠点校に「学校生活支援教員」を配置し、小学校等の通常の学級に在籍する児童生
徒で、ＬＤ、ＡＤＨＤ等により特別な教育的支援を必要としている児童生徒に対する支援体制の在り方に
ついて実践的研究を行う。

兵庫県 教育・育成
特別支援教育支援員等活用推進事業
(特別支援教育課)

平成２３年度 20,682
　市町教委が配置する特別支援教育支援員の資質の向上のため、アドバイザーを配置し、指導助言等
の支援を行う。

兵庫県 教育・育成
特別支援学校と高等学校との交流及び共同学習推
進事業(特別支援教育課)

平成２３年度 1,000
高校の施設活用による日常的な交流及び共同学習や、高校の教室を活用した特別支援学校の分教室
の設置等による共同及び共同学習について調査研究を行う。

兵庫県 教育・育成
特別支援学校の地域相談機能等充実事業
(特別支援教育課)

平成２２年度 9,873
特別支援学校がセンター的機能を担うため、地域での効果的な相談や関係機関と連携を充実させるた
めの基盤づくりを図る。

兵庫県 教育・育成
発達障害者支援センターブランチ運営事業
(障害福祉課）

平成１７年度 83,263
　発達障害を有する障害児（者）及びその家族からの相談に応じ、適切な指導・助言を行うとともに、関
係施設との連携強化等により、発達障害児（者）に対する総合的な支援体制の整備を推進するため、発
達障害者支援センター（高砂市）及びブランチ（芦屋市・加西市・豊岡市）を運営している。

兵庫県 教育・育成 身体障害者社会学級の開設（社会教育課） 昭和４５年度 5,605
　身体障害者（視覚障害者、聴覚・言語障害者、筋ジストロフィー症者）を対象に身体障害者社会学級を
開設し、幅広い教養や知識・技能の習得、地域との交流を通じて、生きがいづくりに資する。

奈良県 教育・育成
障害児保育受入促進事業費補助
(子育て支援課)

平成20年度 34,850 障害児をより多く受け入れ、かつ、障害児に手厚いケアを実施する保育所に対し助成を行う。

奈良県 教育・育成 医療的ケア体制整備事業（学校教育課） 平成11年度 1,413 特別支援学校における医療的ケアを円滑に実施するための体制整備を図る。

和歌山県 教育・育成
特別支援学校の充実
（教育委員会総務課）

平成３年度 58,152 　特別支援学校校舎等整備・防災機能整備等を図る。

和歌山県 教育・育成 「夢・ふれ愛・心のつながり」事業（生涯学習課） 昭和６１年度 936 　障害者の社会参加と生涯学習を支援するための交流事業を実施する。

和歌山県 教育・育成
肢体不自由児童生徒が在籍する特別支援学校への
看護師派遣事業（学校指導課 特別支援教育室）

平成１７年度 25,024
　医師法の制限により教員が行えない医療行為に対応するため、医療的ケアを要する児童生徒が在籍
する特別支援学校に１名ずつの看護師を派遣する。（一部複数配置となる）

和歌山県 教育・育成
特別支援教育振興
（学校指導課 特別支援教育室）

平成２０年度 3,518
　本県特別支援教育推進に係る方策等を協議するための協議会を開催するとともに、企業実習支援並
びに啓発資料等の作成を行う。
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和歌山県 教育・育成
特別支援教育専門性向上
（学校指導課 特別支援教育室）

平成２０年度 2,152
小・中・高・特別支援学校教員の特別支援教育に係る専門性を向上させるため、教育職員免許法認定
講習の開設、特色ある専門性の発揮に向け県研究指定による取組を行う。

和歌山県 教育・育成
特別支援学校体育・スポーツ活動振興補助
（健康体育課）

平成１７年度 410 　特別支援学校近畿大会等への派遣や、県内各種大会運営の補助を行う。

和歌山県 教育・育成
障害児（者）地域療育等支援事業
（障害福祉課）

平成１５年度 38,955
　専門的な療育機能を有する施設にスタッフを置き、在宅療育等に関する相談、各種福祉サービスの提
供の援助、調整等を行い在宅障害児（者）の援助を図る。

和歌山県 教育・育成
障害児療育等支援アドバイザー事業
（障害福祉課）

平成２１年度 3,920
　保育所又は幼稚園における障害児療育等の機能を強化するとともに、地域の子育て支援ネットワーク
の構築を図る。

鳥取県 教育・育成
研修医等受入事業
（総合療育センター）

平成18年度 17,016

　県の療育機関の中核施設である総合療育センターにおいて、専門医の育成及び将来の医師の確保
を容易にするため、短期研修医の受入を行う
　また、療育分野における人材育成に貢献するため、総合療育センターにおいて、看護・介護・リハビリ
テーション等の研修生の受入れを行う

鳥取県 教育・育成
療育支援シニアディレクター配置事業
（子ども発達支援課）

平成21年度 10,458
　障がい児への療育支援に実績のある医師を「療育支援シニアディレクター」（非常勤）として県立障が
い児施設に配置し、職員への指導・助言や診療・訓練を行う。

鳥取県 教育・育成
私立高等学校等特別支援教育サポート事業
(教育・学術振興課)

平成20年度 50

配慮対象生徒環境整備助成事業
①LD、ADHD等生徒への対応
　生徒の対応に係る検討委員会の開催等に必要な経費に対して助成する。（専門家の招聘等）
②視聴覚障害、肢体不自由の生徒に係る学習環境の整備
　設備関係費等（バリアフリー化、教材費等）に対して助成する

鳥取県 教育・育成
県立特別支援学校通学バス委託事業
（特別支援教育課）

平成9年度 119,319
　特別支援学校の児童生徒の通学の安全確保及び保護者の負担軽減を図るため、通学バスの運行を
行う

鳥取県 教育・育成
発達障がい児童生徒等支援事業
（特別支援教育課）

平成12年度
4,608

　LD、ADHD、高機能自閉症等、特別な支援や配慮が必要な児童生徒等に対する支援体制の充実を図
る
　・LD等専門員の配置
　・教員の大学でのLD等専門研修派遣
　・LD等特別支援非常勤講師の配置
　・発達障がい教育拠点の設置（3校）等

鳥取県 教育・育成
特別支援学校管理運営事業
（特別支援教育課）

平成19年度
4,920

　児童生徒等が安心して学校生活を送り、障がいの種類や程度に応じた特別支援教育が行えるよう特
別支援学校の管理・運営及び充実・整備を行う
　・特別支援学校のセンター的機能の充実
　・医療的ケアが必要な幼児児童生徒への支援

鳥取県 教育・育成
特別支援学校児童生徒支援事業
（特別支援教育課）

平成16年度 13,145
　特別支援学校の児童生徒の通学に対する支援を行う
　（市町村等が行う特別支援学校通学バスへの支援、通学支援職員設置）
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鳥取県 教育・育成
特別支援学校就労促進事業
（特別支援教育課）

平成19年度
14,430

　特別支援学校の卒業生の就労を促進、進路指導を充実させる
　・社会人講師の利用や教員の企業等への派遣
　・現場実習受け入れ先の確保や卒業生のフォローアップ
　・就労促進や職場開拓を図るため、就労サポーターを配置

鳥取県 教育・育成
高等学校における発達障がいのある生徒支援事業
（高等学校課）

平成23年度 1,553
　 東・中・西部地区の県立高校各１校を拠点校として高等学校特別支援コーディネーターを配置し、特
別支援学校等と連携して、発達障がい等特別な教育的支援を必要とする生徒に対する効果的な学習
支援や就労・進学支援について、実証的な研究を進める。

島根県 教育・育成
特別支援教育コーディネーター研修
（特別支援教育室）

平成１５年度 98
　各学校において中心的な役割を担う「特別教育コーディネーター」を養成し、校内体制づくりの推進を
図るため、研修講座を開催する

島根県 教育・育成
特別支援学校センター機能充実事業
（特別支援教育室）

平成１５年度 1,017
　特別支援学校が、施設や支援のノウハウを活用し、地域におけるセンター的役割を果たすことにより、
地域における相談支援体制の充実を図る

島根県 教育・育成
特別支援学校進路開拓推進事業（あいワーク）
（特別支援教育室）

平成１０年度 2,908 　特別支援学校卒業後の生徒一人一人に応じた進路保障を目指し、職業教育の推進と職場開拓を行う

島根県 教育・育成
特別な支援のための非常勤講師配置事業
（義務教育課）

平成１７年度 160,640
　小学校の通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童に対して非常勤講師を配置す
ることにより、その一人一人の持てる力を高め、生活や学習上の困難を克服するための必要な支援を
行う

岡山県 教育・育成 障害児等療育支援事業（障害福祉課） 平成１８年度 14,428
　在宅の障害のある児童等の地域における生活を支えるため、訪問による療育指導や専門的な療育指
導等を実施する。

岡山県 教育・育成 心身障害幼児通所訓練事業（障害福祉課） 平成６年度 4,189
　施設を利用することが困難な地域に、市町村が通所訓練の場を設けて、心身に障害のある幼児に対
して、訓練指導等を行うことにより、コミュニケーションの障害、運動機能の障害、問題行動などを早期
に改善し社会生活、集団生活への適応を促進する。

岡山県 教育・育成 知的障害幼児通所訓練事業（障害福祉課） 昭和５４年度 2,740
　知的障害のある在宅の子どもとその母親（保護者）に対し定期的な通所による療育指導訓練を行い、
家庭における療育の向上を図る。発達障害のある子どもの通所が大半を占め、県内の発達障害のある
子どものための施策における重要な役割を担っている。

岡山県 教育・育成 聴覚・言語障害児巡回相談事業（障害福祉課） 昭和５３年度 620
　在宅の聴覚・言語障害児に対し、巡回して医学的審査及び必要な諸相談に応じるとともに、適切な指
導を行い福祉の増進を図る。

岡山県 教育・育成 難聴児補聴器交付事業（障害福祉課） 平成２２年度 1,260
　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に対して、補聴器の購入に要する費用
の一部を助成することにより、難聴児の健全な発育を支援する。

岡山県 教育・育成 障害児巡回就学相談事業（教育庁特別支援教育課） 平成１３年度 462 　就学指導委員等が県内６会場で障害のある子どもの就学や保育、教育に関する相談を受ける。

岡山県 教育・育成 特別支援教育推進事業（教育庁特別支援教育課） 平成１６年度 2,188 　特別支援学校における公開講座を開講する。

岡山県 教育・育成
特別支援学校職業自立推進事業(教育庁特別支援
教育課）

平成２０年度 12,013
　特別支援学校に学ぶ生徒の職業自立に向けて、一般就労を実現するための関係機関との連携や、
就労体験・職場実習の機会拡大による支援の充実を図る。

岡山県 教育・育成 発達障害等支援事業(教育庁特別支援教育課） 平成２０年度 1,543
　発達障害等の児童生徒に対する適切な支援実施のため、特別支援学校の教員等からなる地域巡回
相談員が学校の要請に応じた巡回相談を行う。高等学校においては特別支援教育推進を図るコーディ
ネーターを中心とした校内支援体制の整備や教育実践の推進を図る。
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岡山県 教育・育成 医療的ケア充実事業(教育庁特別支援教育課) 平成２０年度 662
　教員による医療的ケアを実施するとともに、日常的・応急的な医療的ケアに対応する看護師等連絡協
議会・医療的ケアに係る運営協議会等を開催し、医療的ケアに関する諸問題について情報交換し、そ
の充実を図る。

岡山県 教育・育成 特別支援学校経営予算（教育庁特別支援教育課） 平成２３年度 6,550
　特別支援教育の充実と魅力ある学校づくりを推進するための事業を特別支援学校が主体的に実施す
る。
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